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平成２８年６月定例会 危機管理・大規模災害対策特別委員会の概要 

 

 

日時 平成２８年 ６月２３日（木）   開会 午前１０時 ４分 

                  閉会 午前１１時４３分 

場所 第８委員会室 

出席委員 岩崎宏委員長 

     権守幸男副委員長 

     飯塚俊彦委員、杉島理一郎委員、小川真一郎委員、 

     須賀敬史委員、沢田力委員、鈴木聖二委員、菅克己委員、畠山稔委員、 

     並木正年委員、岡重夫委員、秋山文和委員 

欠席委員 なし 

説明者   [危機管理防災部] 

     槍田義之危機管理防災部長、木崎秀夫危機管理防災部副部長、 

   加藤信次危機管理課長、市川善一消防防災課長、 

   普家俊哉危機管理課危機対策幹、齋藤忠俊化学保安課長 

 

会議に付した事件 

 大規模災害に対する事前の備えについて 
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平成２８年６月定例会 危機管理・大規模災害対策特別委員会における発言 

 

 

杉島委員  

１ 人材の育成、活用についてお聞きしたい。防災士の活用について記載がないが、現在

どのくらいの人数がいて、どう活用しているのか。 

２ 熊本地震の本県からの広域支援については計画に基づいて行われたと思うが、どのよ

うな手順で行われ、その課題はどのようなものがあったのか。 

 

危機管理課長 

１ 県内には約４，３００人の防災士がいる。防災士は自主防災組織などで率先して活動

している。また、リーダー養成指導員の中にも防災士がおり、専門的知識を活用して市

町村への派遣講座の講師を務めるなど活躍している。 

 

消防防災課長  

２ 他の都道府県への応援については、地域防災計画において全国知事会や関東地方知事

会など広域的な枠組みで行うことが定められており、熊本地震においても全国知事会を

通じて支援を行った。その際の課題としては、地震発生直後の被災地は非常に混乱して

おり、物資などでも何がどれくらい必要なのか把握できていないようであったことか

ら、これを本県に置き換えた場合、現状の把握をしっかり行うことが重要であると考え

ている。 

 

杉島委員  

１ 防災士の活用について、自分も防災士の資格を持っているが、行政が積極的に活用し

ていないと感じる。防災士のリストは地域が持っているのか。それを県が提供すること

はできるのか。今後どのように活用するのか。  

２ 救援物資などについては、市町村も支援しているだろうが、県では市町村分の取りま

とめをしたのか。 

 

危機管理課長  

１ 防災士会は任意の団体であり、県として名簿の配布は難しい。 

 

消防防災課長  

２ 市町村は全国市長会等を通じて対応していたので、県は取りまとめをしていない。 

 今後、県と市町村で連携して対応していく必要はあると考えている。 

 

菅委員  

１ 災害に対する備えとして非常に重要である災害ボランティアについて、委員会資料に

は全く記載されていない。千葉県や神奈川県では有効に活用している災害ボランティア

を今後どのように活用するのか。 

２ 帰宅困難者対策訓練について、県民が都心から帰ってくるためには橋を渡る必要があ

るが、川口市を例に取ると、橋のたもとでは住宅が密集しており、火災発生の可能性が

高い。ここが火災だったらと想定することも必要であり、ただ歩くだけの訓練では意味

がない。今後の取組を伺う。 
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３ 災害オペレーション支援システムを活用し、帰宅困難者が二次災害に遭わないよう帰

宅困難者向けに被害情報を提供すべきと考えるがどうか。 

４ 防災学習センターについて、前々から防災リーダーや防災士の拠点を作るべきと主張

してきた。既に設計が進んでいると思うが、議会への報告はどうするのか。また、防災

学習センターのあり方検討委員会の中で災害情報の集約についての議論があり、県とし

て地域の災害の傾向などを収集して後世に伝える重要性が提案されている。それについ

て設計に盛り込んでもらいたい。どのように検討しているのか。 

 

危機管理課長 

１ 災害ボランティアのうち、専門的スキルを持った人材は、庁内関係部局と連携して情

報共有を図っていく。例えば、応急危険度判定士は都市整備部、外国語通訳は国際課な

どである。また、それ以外の一般的なボランティアの方については、どのような形で有

効に機能するか検討していく。 

４ 防災学習センターの展示改修の設計はこれから進めていくので、具体的な内容は今後

検討する。今年度の設計も、あり方検討委員会の主要メンバーにて検討委員会を設置し、

意見を踏まえながら進めていきたい。また、災害情報の集約については、県民が情報を

知ることは重要と考えるので、設計業務又は展示業務の中で盛り込んでいきたい。設計

の内容がまとまったら、議会へ報告してまいりたい。 

 

消防防災課長  

２ 川口駅帰宅困難者対策協議会は、県もメンバーとなっているので、問題提起をして検

討していきたい。また、東京都とも連携して訓練の検討をしている。過去には荒川を活

用した訓練も行っており、河川の活用も併せて検討していきたい。 

３ 例えば帰宅困難者向けの一時滞在施設の情報などは提供していきたいと考えている。

帰宅困難者が二次災害に遭わないような被害情報の提供も検討していきたい。 

 

菅委員  

１ 災害ボランティアについては、大規模災害に対する事前の備えの項目に位置付けるべ

きではないか。 

２ 防災学習センターについて、あり方検討委員会報告書の中では、県民に知ってもらう

情報だけではなく、行政組織、危機管理を担当する方々が知っておく教科書となるよう

な資料を提供していくべきとの提案があったはずである。もっと高度な機能であり、こ

れは必ず設計に盛り込んでもらいたいがどうか。 

３ 県南地域では多くの火災が発生すると想定されており、知らないと危険な箇所を通る

ことになってしまう。帰宅困難者への情報提供について、協議会等でしっかり議論して

ほしい。（意見） 

 

危機管理課長  

１ 災害ボランティアについて、御指摘を踏まえ項目に位置付けていきたい。 

２ 防災学習センターについて、そのような高度な資料も検討してきたい。 

 

岡委員  

１ ＤＩＧとＨＵＧは、県内でどれくらいの実施割合となっているのか。 

２ 非常参集訓練について、埼玉県地域防災計画によると県職員は自宅から勤務公署や市



 

- 4 - 

町村に参集することになっている。県職員が市町村に参集して何ができるのか。本当に

役に立てるのか。 

 

危機管理課長  

１ 平成２７年度のＤＩＧ訓練の実績は、県が市町村と連携して実施する自主防災組織リ

ーダー養成講座の受講者１，８３９人、市町村に対して県の認定指導員を派遣して実施

する講座の受講者３３０人である。ＨＵＧ訓練の実績は、県認定指導員を派遣して実施

する講座の受講者１１４人である。 

２ 市町村に参集する職員については、平成２１年度に市町村情報連絡員制度を創設し、

震度６弱以上の地震などが発生した場合に、市町村に参集する職員をあらかじめ指定し

ている。昨年度の関東・東北豪雨時に、東部地域、利根地域の市町村に連絡員を派遣し

た実績がある。 

 

岡委員 

１ ＤＩＧ訓練、ＨＵＧ訓練は地域により差があり、不十分と考えている。（意見） 

２ 非常参集訓練では問題ないと思うが、実際に大規模災害が発生した場合、参集できな

い職員が大勢いるはずである。そのような事態を想定し、職員の参集基準を明確に決め

るべきではないか。 

 

危機管理課長 

２ 埼玉県業務継続計画で震度６弱以上の地震が発生した場合の県職員の参集場所をあら

かじめ定めている。居住地から勤務場所まで１５キロメートル以内の職員は自らの勤務

場所、あるいは初動要員や市町村情報連絡員などあらかじめ指定する職員は、それぞれ

指定された場所に参集することとなっている。 

 

岡委員 

 参集基準について、職員一人一人は認識しているのか。 

 

危機管理課長 

 最低でも年に１回以上、初動対応訓練を実施し、職員一人一人に自らの参集場所を認識

させている。 

 

秋山委員  

１ 今後３０年以内に７０％発生すると言われている首都直下地震の、埼玉県における想

定震度や被害の概要について伺いたい。 

２ 熊本地震は震度７の前震と本震が連続して発生するという新たな発生形態であった

が、これまでの被害想定を見直す予定はあるのか。 

３ 家具固定の普及は人的被害を大きく減少させると考える。企業と連携した普及拡大は

何か所のホームセンターで行うのか。首都直下地震の発生が叫ばれている中、県は、家

具固定の普及スピードについてどう考えているか。特にマンションではそうなのだが、

家具固定を実際に行うとなると、一定の技術も必要になると思うが対策はあるか。 

 

危機管理課長 

１ 埼玉県では平成２４年度から平成２５年度にかけて埼玉県地震被害想定調査を行っ
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た。今後３０年以内に南関東地域でＭ７級の地震が発生する確率が７０％となる地震と

して「東京湾北部地震」と「茨城県南部地震」の２つの地震を想定しており、このうち

県内の被害量が大きいのは「東京湾北部地震」で最大震度は県南部を中心に６強となっ

ている。被害の主な項目として、全壊建物被害は約１３，０００棟、人的被害として死

者・負傷者の合計は、７，８００人、１週間後の避難所避難者は、約５４，０００人と

なっている。 

２ 熊本地震については、国が検証や評価を改めて実施するとのことであるので、それを

踏まえて、県でも見直しを検討していく。 

３ 企業と連携した家具固定の普及拡大については、県内に本社と約３０の店舗がある株

式会社カインズと調整中である。そのほか、ケーヨーデイツーやコメリとも連携して進

めていきたい。現在、熊本地震を受けて、県民の家具の固定への意識は非常に高まって

いる。ホームセンターによっては固定グッズが品薄になっていると聞く。このタイミン

グを捉え、一気に県民に普及させたいと考え、ホームセンターとの連携を進めていると

ころである。マンションの場合、家具固定が難しいという問題であるが、県では家具固

定サポーター制度を設けており、見積りは無料で、施工は有料になるが、家具固定の支

援を行っている。 

 

沢田委員 

１ 指定避難所以外の施設にも避難していくことが想定されるが、県有施設で指定避難所

になっていない施設の備蓄をどう考えているのか。３日分では足りないので、それ以上

の備蓄をしていく必要があるのではないか。 

  また、指定避難所や指定外の避難所を網羅することが大事であり、フォローする体制

が必要と考えるがいかがか。 

２ 指定避難所だけでなく指定外避難所の状況や情報を県民が把握できるようにＳＮＳや

スマホを活用した取組をすべきではないか。「災害オペレーション支援システム」とあ

るが、テレビモニターがないと難しい。手軽なＳＮＳを使って情報共有を図るべきと考

えるがいかがか。 

３ マンパワー不足について、受援者対応、避難所運営、市町村への連絡調整、災害対策

本部などで人員不足が生じることが想定される。どのように考えているか。 

４ 携帯トイレの備蓄は３日分を目標としているというが、災害時の避難所は衛生面の管

理が重要であり、３日以上の備蓄が必要である。県の備蓄が少ないとの新聞報道もあっ

たようだが、どのように考えているか。 

５ 熊本地震を受け、民間企業の事業継続の支援策として、国は新たな融資制度などを検

討しているようだが、県として独自に対応すべきと考えるがいかがか。 

 

消防防災課長 

１ 県有施設の状況について、大宮ソニックシティやウェスタ川越は、指定避難所ではな

いが、一時滞在施設として帰宅困難者などを受け入れる体制を整えており、物資の備蓄

を行っている。備蓄物資については、４日目以降もしっかりと対応していく必要がある。 

また、指定避難所や指定外の避難所に何人避難しているのか、しっかり把握できる体制

についても検討していく。 

２ 災害オペレーション支援システムは行政側の意思決定に活用するもので、県民向けに

地図での情報発信は行っていない。県民に対しては、災害時に通信事業者がＷｉ―Ｆｉ

などの通信環境を確保することになっているため、県民向けの情報発信について検討を
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行っていきたい。 

３ 委員御指摘のとおり、災害時にはマンパワー不足が考えられる。このため、まずは民

間事業者との協定を活用する。また、他の自治体への広域応援などの連携について、枠

組みは既に整えてあるので、しっかり機能するよう体制づくりを進めていく。 

４ 食料品やトイレを含む生活必需品の備蓄目標は、県１．５日分以上、市町村１．５日

分以上、県民が３日分以上としている。県民の皆様への自助の呼び掛けも徹底し、対応

していきたい。なお、新聞報道において、埼玉県は備蓄食料が少ないと伝えられていた

が、県と市町村を合わせた備蓄目標を３日としており、実際の備蓄量は約９日分ある。

今後もしっかりと対応していきたい。 

 

危機管理課長 

５ 県内企業の事業継続計画の支援については、産業労働部でサポートしている。産業労

働部と連携してまいりたい。 

 

沢田委員 

１ 先ほどの質問２については、ＳＮＳを使って指定外と指定の避難所の情報が県民に分

かるような仕組みを構築するべきではないかと質問したものである。改めて答弁願う。 

２ 熊本では、県社会福祉協議会がボランティアセンターを立ち上げた。埼玉県において

どう考えるか。ボランティア拠点の運営に関して埼玉県社会福祉協議会と協議すべきと

考えるがいかがか。 

  

消防防災課長  

１ どういった方法が取れるか検討していく。 

 

危機管理課長  

２ 災害時には、県社会福祉協議会は、ボランティアの要となる。県では県社会福祉協議

会と連携し、研修や情報交換会などを行っていく。 

 

危機管理防災部長 

 熊本地震での課題については、国でも様々な検証会議を行っている。県でも全庁的な検

証会議を行っている。ある程度まとまった際に御報告させていただく。 


